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入  札  公  告 
 

  制限付一般競争入札を行うので、地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の６及び野洲市

契約規則（平成16年野洲市規則第55号）第６条の規定により、次のとおり公告する。 

 

令和３年７月５日 
 

                                                     野洲市長  栢木 進 

 

１ 入札に付する事項 

 (１) 工事番号   令和３年度工第18号 

  (２) 工 事 名     野洲川橋水道添架管更新工事 

  (３) 工事場所     野洲市 野洲 地先 

(４) 工事概要    更新延長 L=425.4ｍ 

            （本設工） 

            ・ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ被覆ｽﾃﾝﾚｽ鋼管 150A      425.4ｍ 

            ・ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管 φ150          56.6ｍ 
            ・ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管 φ75           9.6ｍ 

            ・防護ｺﾝｸﾘｰﾄ（W=0.37ｍ）        41.0ｍ 

            ・空気弁BOX 50型             2箇所 

            ・配管支持金具（ﾌｯ素樹脂塗装）     99箇所 
            ・GX形受挿しｿﾌﾄｼｰﾙ弁 φ150、75     4基 

            ・舗装工                84.8㎡ 

            ・不断水設置工事             2箇所 
            ・張ﾌﾞﾛｯｸ工               11.0㎡ 

            （撤去工） 

            ・ﾅｲﾛﾝｺｰﾄ鋼管 φ150          424.4ｍ 
            ・ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管 φ150          38.3ｍ 

            ・配管支持金具             104箇所 

            （仮設工） 
            ・ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管 φ150（仮設ﾘｰｽ管）    535.6ｍ 

            ・吊り足場               2,749㎡ 
            ・仮設ﾔｰﾄﾞ                 576㎡ 

 

(５) 工  期     契約締結日から令和４年７月15日 

 (６) 予定価格   事後公表 
 (７) 最低制限価格 事後公表 

 

２ 入札参加資格に関する事項 
    入札に参加できる者は、次のすべての事項に該当する単独企業で野洲市長の本工事における入札

参加資格の確認を受けた者とする。 

(１) 地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(２) 公告日の時点において、令和３年度の野洲市建設工事等入札参加有資格者名簿に登録を受

けており、近畿２府４県内に本店・支店又は営業所等を有していること。 
（３） 野洲市建設工事入札参加者の格付及び選定基準に基づく令和３年度の格付において、水道施

設工事のＡ区分として格付されている者、又は経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知

書（公告日の前日において有効であるものに限る。）において水道施設工事に係る総合評定

値が900点以上の者であること。 

（４） 建設業法（昭和24年法律第100号）に基づく水道施設工事につき特定建設業の許可を受けて
いる者。 

 (５) 客観的に明らかに経営不振に陥ったと認められる次の１）から５）の要件に該当する者で

ないこと。 
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１) 会社更生法(平成14年法律第154号)に基づく更生手続開始の申立てがなされている者 
２) 民事再生法(平成11年法律第225号)に基づく再生手続開始の申立てがなされている者 

３) 破産法(平成16年法律第75号) に基づく破産手続開始の申立てがなされている者 

４) 会社法(平成17年法律第86号) に基づく特別清算開始の申立てがなされている者 

５) 銀行取引停止処分がなされている者 

(６) 公告日の前日から起算して前15年以内の期間に、国内において国または地方公共団体が発 
注した工事のうち、上水道施設における水管橋又は橋梁添架工事の元請けの実績を有するこ

と。ただし、管種がステンレス鋼管（溶接接手）であり、１級河川又は架設延長が100ｍ以上

のものに限る。 

なお、野洲市内に本店がある者は、この事項を免除する。 

(７) 次の基準を満たす監理技術者を当該工事に専任で配置できること。 
１) １級土木施工管理技士など水道施設工事の監理技術者の許可対応した者を配置し、公告

日において、資格取得後10年以上経過していること。もしくは資格取得後５年以上経過し

、企業に求める工事の監理技術者として施工従事経験を有していること。 
２） 水道施設工事の従事経験を有する者を配置すること。 

３) 監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者であること。 

４） 配置予定技術者については、直接的かつ恒常的な雇用関係(資料の提出日以前に３箇月 

以上の雇用関係)があること。 

(８) 公告日から入札執行日までの間において、野洲市長から工事請負契約に係る入札参加停止 
を受けていないこと。 

(９) 本工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面において関連があ

る建設業者でないこと。 

(10) 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。 
(11) 野洲市暴力団排除条例第６条より、次の（ア）から（カ）の要件に該当するものでないこ

と。 

（ア） 役員等（競争入札に参加しようとする者が個人である場合にはその者を、法人である 
場合にはその役員をいい、当該競争入札に参加しようとする者から市との取引上の一切

の権限を委任された代理人を含む。以下、「役員等」という。）が暴力団員による不当
な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員

（以下、「暴力団員」という。）であると認められる者 

   （イ） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴
力団をいう。以下、「暴力団」という。）または暴力団員が経営に実質的に関与してい

ると認められる者 
   （ウ） 役員等が、自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団または暴力団員を利用するなどしたと認められる者 

   （エ） 役員等が、暴力団または暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するな

ど直接的または積極的に暴力団の維持または運営に協力し、または関与していると認め
られる者 

   （オ） 役員等が、暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られる者 
（カ） 上記（ア）から（オ）までのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを

不当に利用するなどしている者 

 

３ 入札手続等 

 (１) 担当部局 〒520-2395 滋賀県野洲市小篠原2100番地1（野洲市役所本館２階） 
                           野洲市総務部総務課契約管財担当 

                           電話  077-587-6038(直通) 
E-mail：soumu@city.yasu.lg.jp 

  (２) 申請書及び資料の提出期間、提出方法及び提出先 

    １) 提出期間：令和３年７月５日(月)から令和３年７月21日(水)までに提出すること。 
郵送の場合、７月21日（水）までに必着のこと。 
 

    ２) 提出方法：申請書等を郵送又は持参すること。 
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３) 提 出 先：上記 (１) に同じ。 
(３) 見積りに必要な設計図書等の交付方法 

    １) 交付期間：令和３年７月５日(月)から令和３年７月21日(水)まで(土曜日、日曜日及び
祝日を除く。)の午前９時00分から午後５時15分まで 

２) 交付方法：設計図書等閲覧申請書（様式３）を上記E-mailアドレス先に受領したのち
に、申請者に設計図書等をメールで送付する。 

 (４) 入札・開札の日時及び場所 

        令和３年８月17日（火）午前11時00分 中主防災コミュニティセンター（滋賀県野洲市西河

原2400番地）２階 防災研修室にて行う。 

 
４ 前金払、中間前金払及び部分払い 

  行う。詳細は入札説明書のとおり。 

 

５ その他 

 (１) 手続において使用する言語及び通貨 

    日本語及び日本国通貨に限る。 

 (２) 入札保証金及び契約保証金 
    １) 入札保証金 免除する。 

２) 契約保証金 請負代金額の10分の１以上を納付すること。 
ただし、金融機関又は保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付に
代えることができる。また、公共工事履行保証証券による保証を付し、
又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金を免除する。 

 (３) 入札の無効 

    本公告に示した入札参加資格のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽の記載をした者の
した入札及び入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。 

 (４) 配置予定監理技術者等の確認 

    落札決定後、工事実績情報システム(CORINS)等により配置予定の監理技術者等の専任制違
反の事実が確認された場合、契約を結ばないことがある。なお、種々の状況からやむを得な

いものとして承認された場合のほかは、申請書及び資料の提出期限後における申請書の差替
えは認められない。 

(５)  この公告に係る契約は、地方自治法第214条の規定に基づく債務負担行為としているもので

ある。 
 (６) 関連情報を入手するための照会窓口 
    上記３(１)に同じ。 

 (７) 詳細は入札説明書による。                           

 

以上 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 


